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１．イノベーションの普及モデル
［１］イノベーションの普及モデル

イノベーションの採用者カテゴリー（Rogersの普及モデル）
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普及理論は，広範囲な対象に
適用され，十分な精度で成り立
つことが実証されている。家電
製品，ハイテク製品のほか，
身長，疫病のような自然界に
対しても適用できる
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１．イノベーションの普及モデル
［２］普及モデルの応用①：普及の予測

イノベーションのライフサイクルモデル
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新規採用者
σ

1.3σ

①新規採用者のピークは，累積
　値の中間点に相当する。
②新規採用者のピークに対応す
　る累積値の２倍が，最大普及
　数である。
③新規採用者のピーク値から，
　1.3σ相当の時期が，最大普及
　数の90%に相当する。
　（正規分布からのずれが大き
　いとき，上記の値とは異なる）

①

②

③
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１．イノベーションの普及モデル
［２］普及モデルの応用②：マーケティング上の意義

イノベーションの採用者カテゴリー（Rogersの普及モデル）
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普及率が16%を達成する際に
投資が最大になるよう，投資を

マネージすると効率が良い

マーケティング投資曲線：
普及率が16%を達成する際に
投資が最大になるよう，投資を

マネージすると効率が良い

普及率
合計16%

投資曲線
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１．イノベーションの普及モデル
［３］普及曲線の例（各種消費財）

累積普及曲線
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電気冷蔵庫（累積普及率） 電子レンジ（累積普及率） 電気洗たく機（累積普及率）

ルームエアコン（累積普及率） カラーテレビ（累積普及率） ＶＴＲ（累積普及率）

ＣＤﾌﾟﾚｰﾔｰ（累積普及率） パソコン（累積普及率） 乗用車（累積普及率）
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２．ＢＢ関連サービスのトレンド分析
［１］インターネット接続サービス間の競合について

インターネット接続サービス
に関する競合（現在）

インターネット接続サービス
に関する競合（将来）

ＡＤＳＬＡＤＳＬ

ダイアルアップダイアルアップ

ＣＡＴＶＣＡＴＶ

ＦＴＴＨＦＴＴＨ

固定電話固定電話

5100万（2001年）

携帯インターネット
により，高速かつ

安価にＢＢサービスを
利用できれば，

固定と携帯間の競合
（新たな事業機会）

が創出される3283万（2003年）
（インターネット利用率：64%)

携帯インターネット携帯インターネット携帯電話携帯電話

7566万（2003年） 6246万（2003年）
（インターネット利用率：83%）

［注］インターネット利用サービス間の競合については，
　　　日本経済新聞（2004.7.6）を参照した。
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２．ＢＢ関連サービスのトレンド分析
［２］情報通信サービスの利用者推移と普及予想

情報通信サービスの利用者推移
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固定電話・ＩＳＤＮ（千）

移動系・携帯電話（千）

移動系・ＰＨＳ（千）

インターネット利用者・ダイアルアップ（千）

インターネット利用者・ＣＡＴＶ（千）

インターネット利用者・携帯電話（千）

インターネット利用者・ＡＤＳＬ（千）

インターネット利用者・ＦＴＴＨ（千）

ＡＤＳＬ；
●加入可能所帯数3500
　万の16%（560万）は，
　突破済み
●最大予想：1224万
　（詳細は別図）

ＦＴＴＨ；
●加入可能所帯数1600
　万の16%（256万）の突
　破が普及の目安
●最大予想はまだ不可能

ダイアルアップ接続；
●ピーク時：2119万(2002年)
●固定電話に対する比率：
　2119万／5100万=0.42

［出典］数字で見る日本の100年，総務省ＨＰ，情報通信白書（平成15年版）
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２．ＢＢ関連サービスのトレンド分析
［３］ＡＤＳＬの利用者推移と普及予想

ＤＳＬ加入者数（累積数および純増数）
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μ：2003年1月
σ：15月
μに対応する加入者数：612万人
最大加入者数：1224万人（予想）
2004年4月加入数：1151万人
【参考データ】
加入可能世帯数=3500万
現在の普及率=1151万／3500万=33%

μ

［出典］総務省ＨＰ，情報通信白書（平成15年版） μ，σのあてはめは概算であるμ，σのあてはめは概算である
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２．ＢＢ関連サービスのトレンド分析
［４］ＦＴＴＨの利用者推移

ＦＴＴＨ加入者数（累積数および純増数）
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ＦＴＴＨは普及の初期段階にあり，今後普
及率16%（1600万×0.16=256万）の壁を
突破できるかどうかが鍵となる

［出典］総務省ＨＰ，情報通信白書（平成15年版）
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２．ＢＢ関連サービスのトレンド分析
［５］空間軸から見たトレンド①：ＡＤＳＬの都道府県別所帯普及率

［出典］総務省：平成１５年度　電気通信事業分野における競争状況の評価（案），平成16年4月（http://www.soumu.go.jp/s-news/2004/040427_2.html

http://www.soumu.go.jp/s-news/2004/040427_2.html
http://www.soumu.go.jp/s-news/2004/040427_2.html
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